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発議第２号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１２条及び会議規則（昭和

６３年廿日市市議会規則第１号）第１４条の規定により、廿日市市議会議

員の議員報酬等の特例に関する条例案を次のように提出する。

令和４年６月７日

廿日市市議会議長 佐々木 雄三 様

提出者 廿日市市議会議員 井 上 佐智子

賛成者 〃 大 﨑 勇 一

〃 〃 吉 屋 智 晴

〃 〃 新 田 茂 美

〃 〃 北 野 久 美

〃 〃 広 畑 裕一郎

〃 〃 山 田 武 豊

〃 〃 高 橋 みさ子

〃 〃 堀 田 憲 幸

〃 〃 岡 本 敏 博
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廿日市市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、廿日市市議会議員（以下「議員」という。）の職責

及び市議会への市民の信頼の確保に鑑み、議員が療養等の理由による長

期欠席のために議員の職責を果たせない場合又は議会への市民の信頼に

反し議員としての責任を果たせない場合における当該議員の議員報酬及

び期末手当の支給について、特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償

に関する条例（昭和６３年条例第１０号。以下「特別職給与等条例」と

いう。）の特例を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。

(1) 市議会の会議等 次に掲げる会議等をいう。

ア 市議会定例会及び臨時会の本会議

イ 廿日市市議会委員会条例（昭和６３年条例第３号）に基づき設置

された委員会の会議

ウ 廿日市市議会会議規則（昭和６３年議会規則第１号。以下「会議

規則」という。）第１０６条に規定する委員会による委員の派遣

エ 会議規則第１６６条の協議又は調整を行うための場

オ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１００条第１３項の規

定による議員の派遣

カ 廿日市市議会基本条例（平成２４年条例第２４号）に基づき開催

される会議

(2) 長期欠席 議員が療養、長期不在その他の理由により、９０日を超

えて市議会の会議等に出席できなくなった場合をいう。

（長期欠席に係る届出）

第３条 議員は、長期欠席をすることとなったときは、遅滞なく、その旨

を長期欠席届出書により議長に届け出なければならない。この場合にお
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いて、当該議員自らが届け出ることができないときは、当該議員の代理

人として当該議員の親族又は委任を受けた者が届け出ることができるも

のとする。

２ 長期欠席をしている議員は、市議会の会議等に出席できることとなっ

たときは、その旨を復帰届出書により議長に届け出なければならない。

３ 議長は、前２項の規定による届出があった場合において、必要と認め

るときは、医師が記載した証明書等の提示を求めることができるものと

する。

（議員報酬の減額）

第４条 議員が長期欠席をした場合における議員報酬の額は、特別職給与

等条例の規定により支給されるべき議員報酬の額に、前条第１項の規定

による届出のあった日（当該届出のあった日前から長期欠席の理由と同

様の理由により市議会の会議等に出席しなかった事実があったと認めら

れるときは、当該事実が発生した日）から前条第２項の規定による届出

のあった日又は市議会の会議等に出席した日のいずれか早い日の前日ま

での期間（以下「欠席期間」という。）に応じて、次の表に定める減額

割合を乗じて得た額を減じた額とする。

２ 前項の規定は、欠席期間が９０日を超えた日の属する月の翌月（当該

日が月の初日であるときは、当該日の属する月。以下これらを「減額開

始月」という。）以降の月分の議員報酬について適用する。ただし、こ

の場合において、議員資格を失い減額の適用を受ける月（以下「減額

月」という。）に受けるべき議員報酬がないときは、前項の規定は、適

用しない。

３ 第１項の規定による議員報酬の減額は、欠席期間の末日の翌日の属す

る月の翌月（当該日が月の初日であるときは、当該日の属する月。以下

欠席期間 減額割合

９０日を超え１８０日以下であるとき。 １００分の２０

１８０日を超え３６５日以下であるとき。 １００分の３０

３６５日を超えるとき。 １００分の５０
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これらを「解除月」という。）から解除する。ただし、減額開始月と解

除月が同じ月にあたるときは、解除月は、その翌月とする。

４ 前３項の規定により議員報酬を減額して支給する場合において、減額

月の初日から末日までの間に、異なる減額割合の適用を受ける場合の議

員報酬の額は、その減額月の現日数を基礎として日割りにより計算する。

（期末手当の減額）

第５条 基準日（６月１日及び１２月１日をいう。以下同じ。）前６月以

内の期間（以下「算定期間」という。）において減額月があるときの期

末手当の額は、特別職給与等条例の規定により支給されるべき期末手当

の額に、欠席期間に応じて前条第１項の表に定める減額割合（当該算定

期間内に異なる減額割合の適用を受ける場合は、そのうちいずれか高い

減額割合）を乗じて得た額を減じた額とする。

（適用除外）

第６条 次に掲げる事由により議員が市議会の会議等を欠席した場合は、

当該欠席した期間は、欠席期間に含めないものとする。

(1) 公務上の災害等（広島県市町の非常勤職員の公務災害補償等に関す

る条例（平成２０年広島県市町総合事務組合条例第６号）に基づき認

定された公務上の災害又は通勤による災害をいう。）

(2) 出産（会議規則第２条第２項又は第９１条第２項の欠席届その他こ

れらに類する届において届け出た期間に限る。）

(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１

０年法律第１１４号）第１８条第１項に規定する患者又は無症状病原

体保有者となった場合

(4) その他議長がやむを得ないと認める事由

（議員報酬の一時差止め）

第７条 議員が刑事事件の被疑者又は被告人として逮捕、勾留その他の身

体を拘束される処分を受けたときは、当該処分を受けた日から当該処分

を解かれた日までの期間（以下「逮捕等の期間」という。）に係る議員

報酬の支給を一時差し止める。
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２ 前項の規定により一時差し止める議員報酬は、各月における逮捕等の

期間の日数に応じて、当該期間の属する月の現日数を基礎として日割り

により計算して得た額とする。

３ 第１項の規定により議員報酬の支給を一時差し止める場合は、当該処

分を受けた日の属する月の翌月の議員報酬（第４条第１項の規定の適用

がある場合は、適用後の議員報酬）から当該一時差し止められた額（そ

の計算の基礎となる議員報酬において第４条第１項の規定の適用がある

場合は、その適用後の額について、前項の規定により計算した額）を差

し引いて支給するものとする。この場合において、議員の辞職その他の

理由により翌月の議員報酬から差し引いて支給することができないとき

は、支給すべき報酬の範囲内で差し引くものとする。

（期末手当の一時差止め）

第８条 議員が、基準日以前６月以内の期間において、前条第１項の規定

により議員報酬の支給を一時差し止められ、かつ、基準日において、な

お当該支給の一時差止めが継続しているとき又は保釈により当該支給の

一時差止めが解除されている場合であって、判決が確定していないとき

は、期末手当の支給を一時差し止める。

（議員報酬及び期末手当の支給）

第９条 第７条第１項及び前条の規定により支給を一時差し止められてい

た議員報酬及び期末手当は、当該一時差止めに係る刑事事件について、

次の各号のいずれかに該当することとなったときは、該当した日の属す

る月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の議

員報酬の支給日に支給する。議員の職を離れている者についても、同様

とする。

(1) 公訴の提起がされなかったとき。

(2) 無罪の判決が確定したとき。

（議員報酬及び期末手当の不支給）

第１０条 第７条第１項及び第８条の規定により支給を一時差し止められ

ていた議員報酬及び期末手当は、当該一時差止めに係る刑事事件につい
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て、有罪の判決が確定したときは、これを支給しない。

（改選後における期末手当に係る効力）

第１１条 任期満了その他の事由により議員の改選が行われ、再び議員の

資格を得た者（第８条の規定が適用される者に限る。）に対して新たに

支給される期末手当については、この条例は、適用しない。

（端数計算）

第１２条 この条例の規定により計算した議員報酬及び期末手当の額に１

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例の施行の際現に長期欠席している議員に係るこの条例の規定

の適用については、この条例の公布の日を第３条第１項の規定による届

出のあった日とみなす。

３ この条例の施行の際現に刑事事件の被疑者又は被告人として逮捕、勾

留その他の身体を拘束される処分を受けている議員に係るこの条例の規

定の適用については、この条例の公布の日を第７条第１項に規定する処

分を受けた日とみなす。
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（提案理由）

議員の職責に鑑み、議員が療養等の事由により長期間にわたり職責を果

たすことができない場合、また、市議会への市民の信頼の確保に鑑み、市

民の信頼に反し、逮捕、勾留等身体を拘束される処分を受けた場合におけ

る当該議員の議員報酬及び期末手当の支給について特例を定めるため、こ

の条例案を提出するものである。
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（発議第２号説明書）

廿日市市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例

１ 制定の理由

議員の職責に鑑み、議員が療養等の事由により長期間にわたり職責を

果たすことができない場合、また、市議会への市民の信頼の確保に鑑み、

市民の信頼に反し、逮捕、勾留等身体を拘束される処分を受けた場合に

おける当該議員の議員報酬及び期末手当の支給について特例を定めるた

め、この条例案を提出するものである。

２ 条例の内容

(1) 議員報酬等の減額の特例

ア 議員報酬の減額

議員が療養、長期不在その他の理由により、９０日を超えて市議

会の会議等を欠席した場合は、欠席期間に応じて議員報酬の月額を

減額する。

イ 期末手当の減額

基準日（６月１日及び１２月１日）前６月以内の期間に議員報酬

の減額の適用を受ける月がある場合は、欠席期間に応じて議員報酬

の減額の規定の表に定める減額割合により期末手当を減額する。

ウ 適用除外

次の事由により欠席した期間は、欠席期間に含めないものとする。

(ｱ) 公務上の災害等

(ｲ) 出産

(ｳ) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１

欠席期間 減額割合

９０日を超え１８０日以下であるとき。 １００分の２０

１８０日を超え３６５日以下であるとき。 １００分の３０

３６５日を超えるとき。 １００分の５０
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８条第１項に規定する患者又は無症状病原体保有者となった場合

(ｴ) その他議長がやむを得ないと認める事由

(2) 議員報酬等の一時差止めの特例

ア 議員報酬の一時差止め

議員が逮捕、勾留その他の身体を拘束される処分を受けたときは、

当該処分を受けた日から当該処分を解かれた日までの期間に係る議

員報酬の支給を日割りにより一時差し止める。

イ 期末手当の一時差止め

議員が、基準日以前６月以内の期間において、議員報酬の支給を

一時差し止められ、かつ、基準日において、なお当該支給の一時差

止めが継続しているとき又は保釈により当該支給の一時差止めが解

除されている場合であって、判決が確定していないときは、期末手

当の支給を一時差し止める。

ウ 議員報酬等の支給

支給を一時差し止められていた議員報酬及び期末手当は、次の各

号のいずれかに該当することとなったときは、該当した日の属する

月の翌月の議員報酬の支給日に支給する。議員の職を離れている者

についても、同様とする。

(ｱ) 公訴の提起がされなかったとき。

(ｲ) 無罪の判決が確定したとき。

エ 議員報酬等の不支給

支給を一時差し止められていた議員報酬及び期末手当は、当該一

時差止めに係る刑事事件について、有罪の判決が確定したときは、

これを支給しない。

３ 施行期日

公布の日

４ 根拠法令

地方自治法

第２０３条 普通地方公共団体は、その議会の議員に対し、議員報酬を
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支給しなければならない。

③ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員に対し、期末手当を

支給することができる。

④ 議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例

でこれを定めなければならない。


